
２０２１年３月１５日 

 

お客さま各位 

 

株式会社 岩手銀行 

 

 

イーハトーヴ支店取引規定の改定について 

 

 

 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 当行では、２０２１年４月１８日（日）を持ちまして、モバイルバンキングサービスのお

取扱いを終了いたします。それに伴い、イーハトーヴ支店取引規定を別紙のとおり改定いた

しますので、お知らせいたします。 

 なお、イーハトーヴ支店の口座をお持ちのお客さまにおかれましては、従来通りインター

ネットバンキングサービスでのお取引をご利用いただくことができます。 

 

１．イーハトーヴ支店取引規定の改定について 

（１）改定内容 

    モバイルバンキングサービスの削除 

改 定 前 改 定 後 

《全般》 

インターネット・モバイルバンキング 

サービス 

インターネットバンキングサービス 

４(1)① 

 いわぎんインターネット・モバイルバンキ

ングサービスによる取引 

パーソナルコンピューター等の端末機

によるインターネットを通じた取引お

よび情報提供サービス対応携帯電話機

による情報提供サービスを利用した取

引を「インターネット・モバイルバンキ

ング」といいます。 

４(1)① 

いわぎんインターネットバンキングサー

ビスによる取引 

パーソナルコンピューター等の端末機

によるインターネットを通じた取引を

「インターネットバンキング」といいま

す。 

（２）改定日 

    ２０２１年 ４月１９日（月） 

以上 



【本件に関するお問い合わせ先】 

 株式会社 岩手銀行 リテール戦略部 

 ダイレクトバンキングセンター 川村 

 電話 019-623-1111（代表） 

  



岩手銀行イーハトーヴ支店 取引規定 

 

お客さまが、岩手銀行（以下、「当行」といいます。）イーハトーヴ支店（以下、「当店」と

いいます。）との取引を行う場合は、下記条項のほか、別途当行が定める各取引規定が適用

されることに同意したものとして取扱います。 

 

１．当店との取引範囲 

 

お客さまは、本規定に基づき次の各号に定める取引をご利用いただけます。 

 

(1) 普通預金取引（2020 年 10 月 30 日新規取扱終了） 

(2) 定期預金取引 

(3) その他当行所定の取引 

 

２．取引の開始 

 

(1) 当店と取引を行うことができるお客さまは、日本国内に居住する満 20歳以上の非事業

性の個人の方に限らせていただきます。 

(2) 当店との取引は、お客さまが本規定を承認し、当行所定の申込書に必要事項を記入のう

え当行所定の必要書類を添えて申込み、当行がこれを受領し承認した場合に開始され

るものとします。 

(3) 取引の開始にあたっては、第１条に定める普通預金口座を開設のうえ、普通預金のキャ

ッシュカードを発行いたします。また、第４条に定めるいわぎんインターネットバンキ

ングサービスのご利用を条件とし、取引に関し作成された普通預金口座はいわぎんイ

ンターネットバンキングサービスの代表口座またはご利用口座として登録されます。

また、いわぎん OTP（ワンタイムパスワード）サービスのご利用についても登録されま

す。 

(4) 普通預金口座の開設は、お客さまお一人につき一口座とします。また、口座開設にあた

っての本人確認は、当行所定の手続きによります。 

(5) 本条第３項以外の取引は、当行所定の方法による申込みにより取引を開始するものと

します。 

(6) 当店以外の当行本支店から、取引店の変更をすることにより当店と取引を開始するこ

とはできません。 

 

３．印鑑の届出 

 



(1) 当店と取引を開始する際には、取引に使用する印章により印鑑を届出てください。印鑑

はお客さまお一人につき一つのみお届けいただくものとし、当店における取引におい

て共通といたします。 

(2) 取引において各種申込書、諸届、その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の

注意をもって照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき

偽造、変造その他の事故があっても、そのために生じた損害について、当行は責任を負

いません。 

 

４．当店との取引方法 

 

(1) お客さまは次の方法で当店と取引を行うことができます。なお、原則として、当店を含

む当行本支店の窓口での取引はできません。 

① いわぎんインターネットバンキングサービスによる取引 

パーソナルコンピューター等の端末機によるインターネットを通じた取引を「インタ

ーネットバンキング」といいます。 

② 当行および当行と提携している金融機関等の現金自動預払機（現金自動預金機・現金

自動支払機を含む。以下、「ATM・CD」といいます。）による取引（ただし、定期預金取

引は除きます。） 

③ その他当行が定めた方法による取引 

(2) 各取引方法において、当店で取扱う商品・業務等は当行所定のものとし、当店以外の当

行本支店で取扱う商品・業務等と異なる場合があります。また、各取引にあたっての本

人確認は、当行所定の手続きによります。 

 

５．ATM・CD の故障や通信機器およびコンピューター等の障害時の取扱い 

 

停電、故障等により当行の ATM・CD による取引ができない場合、または通信機器、回線およ

びコンピューターの障害等によりいわぎんインターネットバンキングサービスによる取引

ができない場合には、当店以外の当行本支店の窓口において、窓口営業時間内に限り、当行

所定の方法で預入れ・払戻し等を受付いたします。 

 

６．証券類の受入の禁止等 

 

当店は、手形、小切手等の発行はいたしません。また、各種預金口座には、手形、小切手、

配当金領収証、その他の証券類の受入はできません。 

 

７．代理人の取扱い 



 

当店は、第１条に定める普通預金のキャッシュカードについて、代理人カードは発行いたし

ません。 

 

８．マル優の取扱い 

 

当店は、少額貯蓄非課税制度（マル優）のお取扱いはいたしません。 

 

９．定期預金の取扱い 

 

(1) 当店で取扱う定期預金は自由金利型定期預金（Ｍ型）とします。 

(2) 預入金額、預入限度額、預入期間、適用金利、継続方法等、当店で取扱う自由金利型定

期預金（Ｍ型）の種類は当行所定のものとし、当行本支店で取扱う自由金利型定期預金

（Ｍ型）と異なる場合があります。 

(3) 定期預金を満期日に解約する場合は、当行所定の方法により当行所定の受付期間内に

解約予約の手続きを行ってください。 

(4) 原則として、満期日前に解約することはできません。 

(5) 当店では自動解約型の定期預金を取扱う場合があります。 

(6) 元金の一部を解約することはできません。 

 

１０．通帳・残高証明書等 

 

(1) 当店では、預金通帳・証書の発行はいたしません。 

(2) 普通預金取引については、いわぎんインターネットバンキングサービスの利用により、

お客さまの端末機に取引残高または取引明細を表示しますので、取引残高または取引

明細を不定期または一定期間毎に確認してください。 

(3) 取引の残高証明書を必要とされる場合は、当行所定の方法により当店にお申し出くだ

さい。なお、残高証明書発行にあたっては、当行所定の手数料が必要となります。 

(4) 届出の住所に郵送した残高証明書が返戻された場合は、当行は保管責任を負いません。

延着した場合や到着しなかった場合等で当行の責に帰すことができない事由により紛

争が生じても、当行は責任を負いません。 

 

１１．諸手数料 

 

(1) 残高証明書発行手数料、その他の諸手数料については、当店の普通預金口座から払戻請

求書等の提出なしに引き落とすものとします。 



(2) 当行が諸手数料を改定または新設する場合には、原則として、改定後の内容または新設

内容を当行所定のホームページに掲示することにより告知します。 

 

１２．商品・業務等の変更 

 

(1) 当行は、当店で取扱う商品・業務等を、お客さまに事前に通知することなく任意に変更

することができるものとします。また、当該変更のために当行所定のホームページ等を

一時利用停止にすることがあります。 

(2) 前項については、原則として、当行所定のホームページに掲示することにより告知しま

す。 

(3) 当行の任意の変更によって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

 

１３．届出事項の変更等 

 

(1) 印章、キャッシュカードを失ったとき、または印章、住所、氏名、その他の届出事項に

変更があったときは、直ちに当行所定の方法により届出てください。この届出の前に生

じた損害について、当行は責任を負いません。 

(2) 当店以外の当行本支店にもお取引があるお客さまは、お取引の内容により、別途当行本

支店窓口での手続きが必要となる場合があります。 

(3) 当店以外の当行本支店に取引店を変更することはできません。 

 

１４．成年後見人などの届出 

 

(1) 家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときには、直ちに成年後見人

等の氏名その他の必要な事項を書面によって当店に届出てください。また、お客さまの

補助人・保佐人・後見人について、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始

されたときも、同様に届出てください。 

(2) 家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされたときには、直ちに任意後見人

の氏名その他の必要な事項を書面によって当店に届出てください。 

(3) すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任が

されている場合にも前記本条第１項、第２項と同様に当店に届出てください。 

(4) 本条第１項から第３項までの届出事項に取り消しまたは変更などが生じたときにも同

様に当店に届出てください。 

(5) 本条第１項から第４項までの届出前に生じた損害については、当行は責任を負いませ

ん。 

 



１５．通知および告知方法等 

 

(1) 当行からお客さまへの各種通知および告知は、当行所定のホームページへの掲示、届出

の住所・氏名宛てへの郵送、届出のメールアドレスへのメール送信等により行います。 

(2) 当行が届出の住所・氏名、メールアドレス等に各種通知および告知を行った場合は、延

着しまたは到達しなかったときでも通常到達すべき時に到達したものとみなし、それ

によって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

(3) 届出の住所・氏名宛てに郵送した通知または送付書類が未着として当行に返戻された

場合、当行は通知または送付書類の郵送を中止し、全部または一部の取引を制限するこ

とができるものとします。それによって生じた損害については、当行は責任を負いませ

ん。また、返戻された送付物に関し、当行は保管責任を負いません。 

(4) 当行はお取引の確認のために、不定期に、届出の住所・勤務先等宛に電話連絡を行うこ

とができるものとします。電話連絡が不能となった場合およびお取引の確認等に協力

を得られない場合は、当行は、全部または一部の取引を制限することができるものとし

ます。それによって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

 

１６．解約 

 

(1) 当店の普通預金口座、定期預金口座、その他の当店との取引を解約する場合には、当店

にお申し出のうえ、当行所定の手続きを行ってください。 

(2) 普通預金口座を解約する場合は、同時に当店とのその他全ての取引を当行所定の方法

により解約するものとします。ただし、本条第４項の振込手数料について解約時の返還

金等から差し引きできない場合、または未払いの手数料等がある場合等は、即時に解約

しないことがあります。 

(3) お客さまについて次の各号の事由が一つでも生じた場合、当行は当店との全ての取引

を停止し、またはお客さまに通知することにより当店との全ての取引を解約できるも

のとします。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約

の通知を届出の住所・氏名にあてて発信した時に解約されたものとします。この停止ま

たは解約によって生じた損害について、当行は責任を負いません。 

① 本規定その他当行が定める各規定に違反したとき 

② 取引に関する諸手数料の支払いがなかったとき 

③ お客さまの責に帰すべき事由によって、当行においてお客さまの所在が不明となった

とき 

④ 預金口座等の名義人が存在しないことが明らかになった場合、または預金口座等の名

義人の意思によらず開設されたことが明らかになった場合 

⑤ この預金口座等が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがある



と認められる場合 

⑥ 前各号のほか、解約を必要とする相当な事由が生じたとき 

(4) 解約時にお客さまへの返還金等がある場合は、お客さまが指定する金融機関の口座へ

当行所定の振込手数料を差し引いたうえ、振込むものとします。なお、未収手数料等が

ある場合または解約時返還金等の振込手数料が不足する場合は、それらをお支払いい

ただいたうえで手続きをいたします。 

(5) 口座開設後、初回入金等が１年間なかった場合は、当行は当店の口座開設の申込みがな

かったものとして、この預金口座等を解約できるものとします。 

(6) 当店が提供するサービスが解約後に発生する場合は、そのサービスは適用されなかっ

たものとします。 

 

１７．譲渡・質入の禁止 

 

普通預金、定期預金、その他当店との取引に基づくいっさいの権利は、譲渡、質入れ、その

他第三者の権利を設定すること、または第三者に利用させることはできません。 

 

１８．免責事項 

 

(1) 当行所定の本人確認方法により、本人と認めて取扱いを行いましたうえは、暗証番号等

につき当行の責によらない不正使用その他の事故があっても、そのために生じた損害

については、当行は責任を負いません。 

(2) 当行および金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策を講じていた

うえで生じた通信機器、回線またはコンピューター等の障害を原因とする取引の取扱

い遅延または払戻し不能、および災害、事変、輸送途中の事故、裁判所等公的機関の措

置等やむを得ない事由により生じた損害については、当行は責任を負いません。 

(3) 公衆電話回線等の通信経路において、盗聴がなされたことにより、お客さまの取引情報

等が漏洩した場合、そのために生じた損害については、当行は責任を負いません。 

 

１９．規定の準用 

 

(1) 当店との取引において、本規定に定めのない事項については、いわぎんインターネット

バンキングサービス規定、いわぎん OTP サービス規定、いわぎんＩＣキャッシュカード

規定、預金共通規定、普通預金規定、自由金利型定期預金（Ｍ型）規定など当行が定め

るすべての規定のほか、当行が一般的に行う手続きの方法・取引慣例等により取扱うも

のとします。 

(2) 本規定と他の規定の定めが異なる場合は本規定が優先します。 



 

２０．規定の変更 

 

(1) この規定の各条項その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由が

あると認められる場合には、民法第548条の４の規定に基づき変更するものとしま

す。 

(2) 前項によるこの規定の変更は、変更を行う旨および変更後の規定の内容並びにその効

力発生時期を、インターネットまたはその他相当の方法で公表することにより、周知

します。 

(3) 前二項による変更は、公表の際に定める１ヵ月以上の相当な期間を経過した日から適

用されるものとします。 

 

２１．準拠法および管轄裁判所 

 

本契約の準拠法は日本法とします。本契約に基づく取引に関して訴訟の必要が生じた場合

には、盛岡地方裁判所を管轄裁判所とします。 

 

以上 

 


